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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 

（2017.12.20版） 

東海第二発電所（2018.9.18版） 
島根原子力発電所 ２号炉 

修正案 
備考 

(3) 所内蓄電式直流電源設備（常設代替直流電源

設備を含む）（設置許可基準解釈の第 1 項 b）） 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（全交

流動力電源喪失）した場合，直流電源が必要な設

備に電源を供給することにより，重大事故等が発

生した場合において炉心の著しい損傷，原子炉格

納容器の破損，使用済燃料プール内の燃料体等の

著しい損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の著

しい損傷を防止することを目的として，所内蓄電

式直流電源設備（常設代替直流電源設備を含む）

を設ける設計とする。 

所内蓄電式直流電源設備は，全交流動力電源喪

失直後に直流 125V 蓄電池 A から設計基準事故

対処設備（重大事故等対処設備を含む），AM 用

直流 125V 蓄電池から重大事故等対処設備に電

源供給を行い，直流 125V 蓄電池 A-2 は待機状態

にある。全交流動力電源喪失から 8 時間を経過

した時点で，直流 125V 蓄電池 A の一部負荷の電

源を直流 125V 蓄電池 A-2 に切り替えるととも

に，不要な負荷の切り離しを行う。さらに，全交

流動力電源喪失から 19 時間を経過した時点で，

直流 125V 蓄電池 A-2の負荷の電源を AM 用直流

125V 蓄電池に切替えを行う設計とする。その後，

運転継続することにより全交流動力電源喪失か

ら 24 時間必要な負荷に電源供給することを可

能な設計とする。 

なお，常設代替直流電源設備は，全交流動力電

源喪失から 24 時間，AM 用直流 125V蓄電池から

重大事故等対処設備に電源供給を行う設計とす

る。 

所内蓄電式直流電源設備は，設計基準事故対処

設備である非常用直流電源設備 B系，C 系及び D 

(3) 所内常設直流電源設備（設置許可基準解釈の

第 1項 b）） 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（全交

流動力電源喪失）した場合，直流電源が必要な設

備に電源を供給することにより，重大事故等が発

生した場合において炉心の著しい損傷，原子炉格

納容器の破損，使用済燃料プール内の燃料体等の

著しい損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の著

しい損傷を防止することを目的として，所内常設

直流電源設備を設ける設計とする。  

所内常設直流電源設備は，全交流動力電源喪失

直後に 125V系蓄電池Ａ系・Ｂ系から設計基準事

故対処設備（重大事故等対処設備を含む）に電源

供給を行う。全交流動力電源喪失から 1時間以内

に中央制御室において，全交流動力電源喪失から

8時間を経過した時点で，不要な負荷の切り離し

を行う。その後，運転を継続することにより全交

流動力電源喪失から 24 時間必要な負荷に電源供

給することを可能な設計とする。  

また，外部電源喪失及び２Ｃ・２Ｄ Ｄ／Ｇの

故障した場合にも使用する。 

所内常設直流電源設備は，設計基準事故対処設

備である非常用交流電源設備に対して，独立性を

(3) 所内常設蓄電式直流電源設備（設置許可基準

解釈の第 1項 b）） 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（全交

流動力電源喪失）した場合，直流電源が必要な設

備に電源を供給することにより，重大事故等が発

生した場合において炉心の著しい損傷，原子炉格

納容器の破損，燃料プール内の燃料体等の著しい

損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の著しい損

傷を防止することを目的として，所内常設蓄電式

直流電源設備を設ける設計とする。 

所内常設蓄電式直流電源設備は，全交流動力電

源喪失直後にＢ－115V系蓄電池，Ｂ１－115V 系

蓄電池（ＳＡ）及び 230V系蓄電池（ＲＣＩＣ）

から設計基準事故対処設備（重大事故等対処設備

を含む）に電源供給を行う。全交流動力電源喪失

から８時間を経過した時点で，Ｂ－115V 系蓄電

池の一部負荷の電源をＢ１－115V 系蓄電池（Ｓ

Ａ）に切り替えるとともに，不要な負荷の切離し

を行う設計とする。その後，運転継続することに

より全交流動力電源喪失から 24時間必要な負荷

に電源供給することを可能な設計とする。 

また，外部電源喪失及び非常用ディーゼル発電

機が故障した場合にも使用する。 

所内常設蓄電式直流電源設備は，設計基準事故

対処設備である非常用直流電源設備Ａ系及びＨ

(3) 所内常設蓄電式直流電源設備（常設代替直流

電源設備を含む）（設置許可基準解釈の第 1

項 b）） 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（全交

流動力電源喪失）した場合，直流電源が必要な設

備に電源を供給することにより，重大事故等が発

生した場合において炉心の著しい損傷，原子炉格

納容器の破損，燃料プール内の燃料体等の著しい

損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の著しい損

傷を防止することを目的として，所内常設蓄電式

直流電源設備（常設代替直流電源設備を含む）を

設ける設計とする。 

所内常設蓄電式直流電源設備は，全交流動力電

源喪失直後にＢ－115V 系蓄電池，Ｂ１－115V 系

蓄電池（ＳＡ）及び 230V系蓄電池（ＲＣＩＣ）

から設計基準事故対処設備（重大事故等対処設備

を含む），ＳＡ用直流 115V系蓄電池から重大事故

等対処設備に電源供給を行う。全交流動力電源喪

失から８時間を経過した時点で，Ｂ－115V 系蓄

電池の一部負荷の電源をＢ１－115V 系蓄電池

（ＳＡ）又はＳＡ用直流 115V系蓄電池に切り替

えるとともに，不要な負荷の切離しを行う設計と

する。その後，運転継続することにより全交流動

力電源喪失から 24 時間必要な負荷に電源供給す

ることを可能な設計とする。 

また，外部電源喪失及び非常用ディーゼル発電

機が故障した場合にも使用する。 

なお，常設代替直流電源設備は，全交流動力電

源喪失から 24時間，ＳＡ用直流 115V蓄電池から

重大事故等対処設備に電源供給を行う設計とす

る。 

所内常設蓄電式直流電源設備（常設代替直流電

源設備を含む）は，設計基準事故対処設備である
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 

（2017.12.20版） 

東海第二発電所（2018.9.18版） 
島根原子力発電所 ２号炉  

修正案 
備考 

系に対し，独立性を有し，位置的分散を図る設計

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，常設代替直流電源設備は，設計基準事故

対処設備である非常用直流電源設備 A 系，B系，

C 系及び D 系に対し，独立性を有し，位置的分

散を図る設計とする。 

 

有し，位置的分散を図る設計とする。 

 

 

 

ＰＣＳ系に対し，独立性を有し，位置的分散を図

る設計とする。 

(4) 常設代替直流電源設備 

設計基準事故対処設備の交流電源が喪失（全交

流動力電源喪失）した場合，直流電源が必要な設

備に電源を供給することにより，重大事故等が発

生した場合において炉心の著しい損傷，原子炉格

納容器の破損，燃料プール内の燃料体等の著しい

損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の著しい損

傷を防止することを目的として，常設代替直流電

源設備を設ける設計とする。 

常設代替直流電源設備は，全交流動力電源喪失

から 24時間，ＳＡ用 115V系蓄電池から重大事故

等対処設備に電源供給を行う設計とする。 

また，外部電源喪失及び非常用ディーゼル発電

機が故障した場合にも使用する。 

なお，常設代替直流電源設備は，設計基準事故

対処設備である非常用直流電源設備Ａ系及びＨ

ＰＣＳ系に対し，独立性を有し，位置的分散を図

る設計とする。 

 

非常用直流電源設備Ａ系及びＨＰＣＳ系に対し，

独立性を有し，位置的分散を図る設計とする。 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 

（2017.12.20版） 

東海第二発電所（2018.9.18版） 
島根原子力発電所 ２号炉  

修正案 
備考 

3.14.2.3 所内蓄電式直流電源設備及び常設代替

直流電源設備 

3.14.2.3.1 設備概要 

 

所内蓄電式直流電源設備及び常設代替直流電

源設備は，設計基準事故対処設備の交流電源が

喪失（全交流動力電源喪失）した場合，直流電

源が必要な設備に電源を供給することにより，

重大事故等が発生した場合において炉心の著し

い損傷，原子炉格納容器の破損，使用済燃料プ

ール内の燃料体等の著しい損傷及び運転停止中

原子炉内燃料体の著しい損傷を防止することを

目的として設置するものである。 

所内蓄電式直流電源設備は全交流動力電源喪

失時に直流設備に電源供給する「直流 125V 蓄

電池 A」，「直流 125V 蓄電池 A-2」及び「AM 用

直流 125V 蓄電池」，交流電源復旧後に直流設

備に電源供給する「直流 125V 充電器 A」，「直

流 125V 充電器 A-2」及び「AM 用直流 125V 充

電器」で構成する。本系統全体の概要図を図

3.14-16～21 に，本系統に属する重大事故等対

処設備を表 3.14-52 に示す。 

 

 

所内蓄電式直流電源設備は，全交流動力電源

喪失直後に直流 125V 蓄電池 A から設計基準事

故対処設備（重大事故等対処設備を含む），AM 用

直流 125V 蓄電池から重大事故等対処設備に電

源供給を行い，直流 125V 蓄電池 A-2 は待機状

態にある。全交流動力電源喪失から 8 時間を経

過した時点で，直流 125V 蓄電池 A の一部負荷

の電源を直流 125V 蓄電池 A-2 に切り替えると

ともに，不要な負荷の切り離しを行う。さらに，

全交流動力電源喪失から 19 時間を経過した時

点で，直流 125V 蓄電池 A-2 の負荷の電源を AM 

用直流 125V 蓄電池に切替えを行う。その後，

運転継続することにより全交流動力電源喪失か

3.14.2.3 所内常設直流電源設備  

 

3.14.2.3.1 設備概要  

 

所内常設直流電源設備は，設計基準事故対処

設備の交流電源が喪失（全交流動力電源喪失）

した場合，非常用所内電気設備に電源を供給す

ることにより重大事故等が発生した場合におい

て炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，

使用済燃料プール内の燃料体等の著しい損傷及

び運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防

止するために設置するものである。  

 

所内常設直流電源設備は，125V 系蓄電池Ａ

系，125V系蓄電池Ｂ系で構成する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等時においては，全交流動力電源喪

失直後に 125V系蓄電池Ａ系・Ｂ系から非常用所

内電気設備に直流電力を給電する設計とする。  

125V系蓄電池Ａ系・Ｂ系は，全交流動力電源

喪失から 1時間以内に中央制御室において，全

交流動力電源喪失から 8時間，不要な負荷の切

り離しを行い，全交流動力電源喪失から 24 時

間にわたり，125V系蓄電池Ａ系・Ｂ系から電力

を供給できる設計とする。 

 

 

 

 

3.14.2.3 所内常設蓄電式直流電源設備及び常設

代替直流電源設備 

3.14.2.3.1 設備概要 

3.14.2.3.1.1 所内常設蓄電式直流電源設備 

所内常設蓄電式直流電源設備は，設計基準事

故対処設備の交流電源が喪失（全交流動力電源

喪失）した場合，直流電源が必要な設備に電源

を供給することにより，重大事故等が発生した

場合において炉心の著しい損傷，原子炉格納容

器の破損，燃料プール内の燃料体等の著しい損

傷及び運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷

を防止することを目的として設置するものであ

る。 

所内常設蓄電式直流電源設備は全交流動力電

源喪失時に直流設備に電源供給する「Ｂ－115V

系蓄電池」，「Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ）」及

び「230V系蓄電池（ＲＣＩＣ）」，交流電源復旧

後に直流設備に電源供給する「Ｂ－115V系充電

器」，「Ｂ１－115V系充電器（ＳＡ）」及び「230V

系充電器（ＲＣＩＣ）」で構成する。本系統全体

の概要図を第 3.14-21図～第 3.14-23図に，本

系統に属す重大事故等対処設備を第 3.14-50表

に示す。 

 

所内常設蓄電式直流電源設備は，全交流動力

電源喪失直後にＢ－115V系蓄電池，Ｂ１－115V

系蓄電池（ＳＡ）及び 230V系蓄電池（ＲＣＩＣ）

から設計基準事故対処設備（重大事故等対処設

備を含む）に電源供給を行う。全交流動力電源

喪失から８時間経過した時点で，Ｂ－115V系蓄

電池の一部負荷の電源をＢ１－115V 系蓄電池

（ＳＡ）に切り替えるとともに，不要な負荷の

切離しを行う。その後，運転継続することによ

り全交流動力電源喪失から 24 時間必要な負荷

に電源供給することが可能である。 

 

 

3.14.2.3 所内常設蓄電式直流電源設備及び常設

代替直流電源設備 

3.14.2.3.1 設備概要 

 

所内常設蓄電式直流電源設備及び常設代替直

流電源設備は，設計基準事故対処設備の交流電

源が喪失（全交流動力電源喪失）した場合，直

流電源が必要な設備に電源を供給することによ

り，重大事故等が発生した場合において炉心の

著しい損傷，原子炉格納容器の破損，燃料プー

ル内の燃料体等の著しい損傷及び運転停止中原

子炉内燃料体の著しい損傷を防止することを目

的として設置するものである。 

所内常設蓄電式直流電源設備は全交流動力電

源喪失時に直流設備に電源供給する「Ｂ－115V

系蓄電池」，「Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ）」，

「230V系蓄電池（ＲＣＩＣ）」及び「ＳＡ用 115V

系蓄電池」，交流電源復旧後に直流設備に電源供

給する「Ｂ－115V系充電器」，「Ｂ１－115V系充

電器（ＳＡ）」，「230V系充電器（ＲＣＩＣ）」及

び「ＳＡ用 115V系充電器」で構成する。本系統

全体の概要図を第3.14-21図～第3.14-23図に，

本系統に属す重大事故等対処設備を第 3.14-50

表に示す。 

所内常設蓄電式直流電源設備は，全交流動力

電源喪失直後にＢ－115V系蓄電池，Ｂ１－115V

系蓄電池（ＳＡ）及び 230V系蓄電池（ＲＣＩＣ）

から設計基準事故対処設備（重大事故等対処設

備を含む），ＳＡ用直流 115V系蓄電池から重大

事故等対処設備に電源供給を行う。全交流動力

電源喪失から８時間経過した時点で，Ｂ－115V

系蓄電池の一部負荷の電源をＢ１－115V 系蓄

電池（ＳＡ）又はＳＡ用直流 115V系蓄電池に切

り替えるとともに，不要な負荷の切離しを行う。

その後，運転継続することにより全交流動力電

源喪失から 24 時間必要な負荷に電源供給する

ことが可能である。 
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ら 24 時間必要な負荷に電源供給することが可

能である。 

 

 

 

なお，交流電源である常設代替交流電源設備

又は可搬型代替交流電源設備の復旧後に，交流

電源を直流125V 蓄電池A，直流125V 充電器A-2 

又は AM 用直流 125V 充電器を経由し直流母線

に接続することで，電力を供給できる設計とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，所内蓄電式直流電源設備のうち，「AM 用

直流 125V 蓄電池」及び「AM 用直流 125V 充電

器」で構成する系統を「常設代替直流電源設備」

と定義する。常設代替直流電源設備に属する重

 

 

また，外部電源喪失及び２Ｃ・２Ｄ Ｄ／Ｇの

故障した場合にも使用する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本系統全体の系統図を，第 3.14.2.3.1－1 図

に，本系統に属する重大事故等対処設備を，第

3.14.2.3.1－1表に示す。  

所内常設代替直流電源設備の設計基準対処設

備に対する独立性，位置的分散については

「3.14.2.3.3 独立性及び位置的分散の確保」に

詳細を示す。 

 

3.14.2.5常設代替直流電源設備 

3.14.2.5.1設備概要 

常設代替直流電源設備は，設計基準事故対処

設備の交流電源が喪失（全交流動力電源喪失）

した場合，代替所内電気設備に電源を供給する

ことにより重大事故等が発生した場合において

炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破損，使

用済燃料プール内の燃料体等の著しい損傷及び

運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防止

するために設置するものである。 

 

常設代替直流電源設備は，緊急用 125V系蓄電

池で構成する。 

 

 

 

 

また，外部電源喪失及び非常用ディーゼル発

電機が故障した場合にも使用する。 

 

なお，交流電源である常設代替交流電源設備

又は可搬型代替交流電源設備の復旧後に，交流

電源をＢ－115V 系充電器，Ｂ１－115V系充電器

（ＳＡ）及び 230V系充電器（ＲＣＩＣ）を経由

し直流母線に接続することで，電力を供給でき

る設計とする。 

 

 

 

 

 

 

所内常設代替直流電源設備の設計基準対処設

備に対する独立性，位置的分散については

3.14.2.3.3項に詳細を示す。 

 

 

3.14.2.3.1.2 常設代替直流電源設備 

 

常設代替直流電源設備は，設計基準事故対処

設備の交流電源が喪失（全交流動力電源喪失）

した場合，直流電源が必要な設備に電源を供給

することにより，重大事故等が発生した場合に

おいて炉心の著しい損傷，原子炉格納容器の破

損，燃料プール内の燃料体等の著しい損傷及び

運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防止

することを目的として設置するものである。 

 

常設代替直流電源設備は全交流動力電源喪失

時に直流設備に電源供給する「ＳＡ用 115V系蓄

電池」及び「ＳＡ用 115V系充電器」で構成する。

本系統全体の概要図を第 3.14-21 図～第

 

 

また，外部電源喪失及び非常用ディーゼル発

電機が故障した場合にも使用する。 

 

なお，交流電源である常設代替交流電源設備

又は可搬型代替交流電源設備の復旧後に，交流

電源をＢ－115V系充電器，Ｂ１－115V系充電器

（ＳＡ），230V 系充電器（ＲＣＩＣ）及びＳＡ

用 115V 系充電器を経由し直流母線に接続する

ことで，電力を供給できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお，所内常設蓄電式直流電源設備のうち，

「ＳＡ用 115Ｖ系蓄電池」及び「ＳＡ用 115Ｖ系

充電器」で構成する系統を「常設代替直流電源

設備」と定義する。本系統全体の概要図を第
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大事故等対処設備を表 3.14-53 に示す。 

 

 

常設代替直流電源設備は，全交流動力電源喪

失から 24 時間，AM 用直流 125V 蓄電池から重

大事故等対処設備に電源供給を行う設計とす

る。なお，交流電源である常設代替交流電源設

備又は可搬型代替交流電源設備の復旧後に，交

流電源を AM 用直流 125V 充電器を経由し直流

母線に接続することで，電力を供給できる設計

とする。 

 

 

 

 

 

重大事故等時においては，全交流動力電源直

後に緊急用 125V 系蓄電池から代替所内電気設

備に直流電力を自動給電する設計とする。 

緊急用 125V 系蓄電池は，全交流動力電源喪失

から不要な負荷の切り離しを行わずに 24時間

必要な負荷に電源供給することを可能な設計と

する。 

 

また，外部電源喪失及び２Ｃ・２Ｄ Ｄ／Ｇの

故障した場合にも使用する。 

本系統全体の系統図を，第 3.14.2.3.1－1図

に，本系統に属する重大事故等対処設備を，第

3.14.2.5.1－1表に示す。 

常設代替直流電源設備の設計基準事故対処設

備に対する独立性，位置的分散については

「3.14.2.5.3 独立性及び位置的分散の確保」に

詳細を示す。 

 

3.14-22 図に，本系統に属す重大事故等対処設

備を第 3.14-51表に示す。 

 

常設代替直流電源設備は，全交流動力電源喪

失から 24時間，ＳＡ用 115V系蓄電池から重大

事故等対処設備に電源供給を行う設計とする。 

なお，交流電源である常設代替交流電源設備

又は可搬型代替交流電源設備の復旧後に，交流

電源をＳＡ用 115V 系充電器を経由し直流母線

に接続することで，電力を供給できる設計とす

る。 

また，外部電源喪失及び非常用ディーゼル発

電機が故障した場合にも使用する。 

 

 

常設代替直流電源設備の設計基準対処設備に

対する独立性，位置的分散については

3.14.2.3.3項に詳細を示す。 

 

3.14-21 図～第 3.14-22 図に，本系統に属す重

大事故等対処設備を第 3.14-51表に示す。 

 

常設代替直流電源設備は，全交流動力電源喪

失から 24時間，ＳＡ用 115V系蓄電池から重大

事故等対処設備に電源供給を行う設計とする。 

なお，交流電源である常設代替交流電源設備

又は可搬型代替交流電源設備の復旧後に，交流

電源をＳＡ用 115V 系充電器を経由し直流母線

に接続することで，電力を供給できる設計とす

る。 

また，外部電源喪失及び非常用ディーゼル発

電機が故障した場合にも使用する。 

 

 

常設代替直流電源設備の設計基準対処設備に

対する独立性，位置的分散については

3.14.2.3.3項に詳細を示す。 
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表 3.14-52 所内蓄電式直流電源設備に関する重

大事故等対処設備一覧 

 

 

 

※1：重大事故等対処設備を活用する手順等の着手

の判断基準として用いる補助パラメータ 

 

 

表 3.14-53 常設代替直流電源設備に関する重大

事故等対処設備一覧 

 

※1：重大事故等対処設備を活用する手順等の着手

の判断基準として用いる補助パラメータ 

 

第 3.14.2.3.1－1表 所内常設直流電源設備に関

する重大事故等対処設備一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3.14.2.5.1－1 表 常設代替直流電源設備に関

する重大事故等対処設備一覧 

 

 
 

第 3.14-50表 所内常設蓄電式直流電源設備に関

する重大事故等対処設備一覧 

 

 

※1：重大事故等対処設備を活用する手順等の着手

の判断基準として用いる補助パラメータ 

 

 

表 3.14-51表 常設代替直流電源設備に関する重

大事故等対処設備一覧 

 

※1：重大事故等対処設備を活用する手順等の着手

の判断基準として用いる補助パラメータ 

 

第 3.14-50表 所内常設蓄電式直流電源設備に関

する重大事故等対処設備一覧 

 

※1：重大事故等対処設備を活用する手順等の着手

の判断基準として用いる補助パラメータ 

 

 

表 3.14-51表 常設代替直流電源設備に関する重

大事故等対処設備一覧 

 

※1：重大事故等対処設備を活用する手順等の着手

の判断基準として用いる補助パラメータ 

 

 

 
 

設備区分 設備名 

主要設備 直流 125V 蓄電池 A【常設】 

直流 125V 蓄電池 A-2【常設】 

AM 用直流 125V 蓄電池【常設】 

直流 125V 充電器 A【常設】 

直流 125V 充電器 A-2【常設】 

AM 用直流 125V 充電器【常設】 

附属設備 － 

燃料流路 － 

電路 直流 125V 蓄電池及び充電器 A～直流母線電路【常設】 

直流 125V 蓄電池及び充電器 A-2～直流母線電路【常設】 

AM 用直流 125V 蓄電池及び充電器～直流母線電路【常設】 

計装設備（補

助）※１ 

M/C C 電圧【常設】 

M/C D 電圧【常設】 

P/C C-1 電圧【常設】 

P/C D-1 電圧【常設】 

直流 125V 主母線盤 A 電圧【常設】 

直流 125V 充電器盤 A-2 蓄電池電圧【常設】 

 

設備区分 設備名 

主要設備 AM 用直流 125V 蓄電池【常設】 

AM 用直流 125V 充電器【常設】 

附属設備 － 

燃料流路 － 

電路 AM 用直流 125V 蓄電池及び充電器～直流母線電路【常設】 

計装設備（補

助）※１ 

P/C C-1 電圧【常設】 

P/C D-1 電圧【常設】 

 

設備区分 設備名 

主要設備 

Ｂ－115V系蓄電池【常設】 

Ｂ１－115V系蓄電池（ＳＡ）【常設】 

230V系蓄電池（ＲＣＩＣ）【常設】 

Ｂ－115V系充電器【常設】 

Ｂ１－115V系充電器（ＳＡ）【常設】 

230V系充電器（ＲＣＩＣ）【常設】 

附属設備 － 

燃料流路 － 

電路 

Ｂ－115V系蓄電池及び充電器～直流母線電路【常設】 

Ｂ１－115V系蓄電池（ＳＡ）及び充電器～直流母線電路【常設】 

230V系蓄電池（ＲＣＩＣ）及び充電器～直流母線電路【常設】 

計装設備 

（補助）※１ 

Ｄ－メタクラ母線電圧【常設】 

Ｄ－ロードセンタ母線電圧【常設】 

 

設備区分 設備名 

主要設備 
ＳＡ用 115V系蓄電池【常設】 

ＳＡ用 115V系充電器【常設】 

附属設備 － 

燃料流路 － 

電路 ＳＡ用 115V系蓄電池及び充電器～直流母線電路【常設】 

計装設備（補

助）※１ 
Ｄ－ロードセンタ母線電圧【常設】 

 

設備区分 設備名 

主要設備 

Ｂ－115V系蓄電池【常設】 

Ｂ１－115V系蓄電池（ＳＡ）【常設】 

230V系蓄電池（ＲＣＩＣ）【常設】 

ＳＡ用 115V系蓄電池【常設】 

Ｂ－115V系充電器【常設】 

Ｂ１－115V系充電器（ＳＡ）【常設】 

230V系充電器（ＲＣＩＣ）【常設】 

ＳＡ用 115V系充電器【常設】 

附属設備 － 

燃料流路 － 

電路 

Ｂ－115V系蓄電池及び充電器～直流母線電路【常設】 

Ｂ１－115V系蓄電池（ＳＡ）及び充電器～直流母線電路【常設】 

230V系蓄電池（ＲＣＩＣ）及び充電器～直流母線電路【常設】 

ＳＡ用 115V系蓄電池及び充電器～直流母線電路【常設】 

計装設備 

（補助）※１ 

Ｄ－メタクラ母線電圧【常設】 

Ｄ－ロードセンタ母線電圧【常設】 

 

設備区分 設備名 

主要設備 
ＳＡ用 115V系蓄電池【常設】 

ＳＡ用 115V系充電器【常設】 

附属設備 － 

燃料流路 － 

電路 ＳＡ用 115V系蓄電池及び充電器～直流母線電路【常設】 

計装設備（補

助）※１ 
Ｄ－ロードセンタ母線電圧【常設】 
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1.15 事故時の計装に関する手順等 

＜ 目 次 ＞ 

1.15.1 対応手段と設備の選定 

(1) 対応手段と設備の選定の考え方 

(2) 対応手段と設備の選定の結果 

ａ．パラメータを計測する計器の故障時に発電用原子炉施設の状態を把握する

ための手段及び設備 

ｂ．原子炉圧力容器内の温度，圧力及び水位，並びに原子炉圧力容器及び原子

炉格納容器への注水量を監視するパラメータの値が計器の計測範囲を超え

た場合に発電用原子炉施設の状態を把握するための手段及び設備 

ｃ．計測に必要な計器電源が喪失した場合の手段及び設備 

ｄ．重大事故等時のパラメータを記録する手段及び設備 

ｅ．手順等 

1.15.2 重大事故等時の手順等 

1.15.2.1 監視機能喪失 

(1) 計器の故障 

(2) 計器の計測範囲（把握能力）を超えた場合 

ａ．代替パラメータによる推定 

ｂ．可搬型計測器によるパラメータ計測又は監視 

1.15.2.2 計測に必要な電源の喪失 

(1) 全交流動力電源喪失及び直流電源喪失 

ａ．所内常設蓄電式直流電源設備又は常設代替直流電源設備からの給電 

ｂ．常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備からの給電 

ｃ．可搬型直流電源設備又は直流給電車からの給電 

ｄ．設計基準事故対処設備と重大事故等対処設備を兼ねる計装設備への給電 

ｅ．可搬型計測器によるパラメータ計測又は監視 

ｆ．重大事故等時の対応手段の選択 

1.15.3 重大事故等時のパラメータを記録する手順 

1.15.4 その他の手順項目にて考慮する手順 
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1.15.2.2 計測に必要な電源の喪失 

(1) 全交流動力電源喪失及び直流電源喪失 

全交流動力電源喪失及び直流電源喪失等により計器電源が喪失した場合に，

代替電源（交流，直流）から計器へ給電する手順及び可搬型計測器により，重

要監視パラメータ及び重要代替監視パラメータを計測又は監視する。 

ａ．所内常設蓄電式直流電源設備又は常設代替直流電源設備からの給電 

全交流動力電源喪失が発生した場合に，所内常設蓄電式直流電源設備であ

るＢ－115V 系蓄電池，Ｂ１－115V 系蓄電池（ＳＡ）又は常設代替直流電源

設備であるＳＡ用 115V 系蓄電池からの給電に関する手順は，「1.14 電源

の確保に関する手順等」にて整理する。 

なお，所内常設蓄電式直流電源設備又は常設代替直流電源設備からの給電

により計測可能な計器について第 1.15－2 表に示す。 

ｂ．常設代替交流電源設備又は可搬型代替交流電源設備からの給電 

全交流動力電源喪失が発生した場合に，常設代替交流電源設備であるガス

タービン発電機又は可搬型代替交流電源設備である高圧発電機車からの給

電に関する手順は，「1.14 電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

ｃ．可搬型直流電源設備又は直流給電車からの給電 

全交流動力電源喪失が発生し，直流電源が枯渇するおそれがある場合に，

可搬型直流電源設備である高圧発電機車，Ｂ１－115V 系充電器（ＳＡ），Ｓ

Ａ用 115V 系充電器又は可搬型直流電源設備に関連する自主対策設備である

直流給電車からの給電に関する手順は，「1.14 電源の確保に関する手順等」

にて整備する。 

ｄ．設計基準事故対処設備と重大事故等対処設備を兼ねる計装設備への給電 

全交流動力電源喪失が発生した場合に，設計基準事故対処設備と重大事故

等対処設備を兼ねる計装設備に対して，常設代替直流電源設備であるＳＡ用

115V 系蓄電池からの給電手順を整備する。 

(a) 手順着手の判断基準 

常設直流電源系統が喪失した状態又は全交流動力電源喪失時に，設計基

準事故対処設備と重大事故等対処設備を兼ねる計装設備の電源切替が必要

な状態において，常設代替直流電源設備から給電可能な場合。 

(b) 操作手順 

設計基準事故対処設備と重大事故等対処設備を兼ねる計装設備への給電

手順の概要は，以下のとおり。また，タイムチャートを第 1.15－5 図に示
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す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員にＳＡ用 115V 系蓄

電池からの設計基準事故対処設備と重大事故等対処設備を兼ねる計装

設備の電源切替を指示する。 

②現場運転員Ｂ，Ｃは，中央制御室及び廃棄物処理建物１階のあらかじ

め定めた制御盤にて，電源の切替え操作を実施し，当直副長に報告す

る。 

(c) 操作の成立性 

上記の操作対応は，現場運転員２名にて実施し，作業開始を判断してか

ら所要時間は 10 分以内で可能である。 

 円滑に作業できるように，移動経路を確保し，照明及び通信連絡設備を

整備する。また，作業環境（作業空間，温度等）に支障がないことを確認

する。 

（添付資料 1.15.●） 

ｅ．可搬型計測器によるパラメータ計測又は監視 

代替電源（交流，直流）からの給電が困難となり，中央制御室でのパラメ

ータ監視が不能となった場合に，重要監視パラメータ及び重要代替監視パラ

メータのうち，手順着手の判断基準及び操作に必要なパラメータを可搬型計

測器で計測又は監視を行う手順を整備する。 

可搬型計測器による計測対象の選定を行う際，同一パラメータにチャンネ

ルが複数ある場合は，いずれか１つの適切なチャンネルを選定し計測又は監

視する。同一の物理量について複数のパラメータがある場合は，いずれか１

つの適切なパラメータを選定し計測又は監視する。 

なお，可搬型計測器により計測可能な計器については第1.15－2表に示す。 

（添付資料 1.15.5） 

(a) 手順着手の判断基準 

計器電源が喪失し，中央制御室でパラメータ監視ができない場合。 

(b) 操作手順 

可搬型計測器によるパラメータ計測の概要は以下のとおり。また，タイ

ムチャートを第 1.15－6 図に示す。 

①当直副長は，手順着手の判断基準に基づき，運転員に可搬型計測器に

よるパラメータの計測開始を指示する。 

②現場運転員Ｂ，Ｃは，可搬型計測器を使用する前に電池容量を確認し，

残量が少ない場合は予備乾電池と交換する。 
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第 1.15－1 表 事故時に必要な計装に関する手順 

対応手段，対処設備，手順書一覧 

分類 
機能喪失を想定する 

重大事故等対処設備 

対応 

手段 
対処設備 手順書 

監
視
機
能
喪
失
時

計器の故障 

他
チ
ャ
ン
ネ
ル

に
よ
る
計
測

主要パラメータの他チャンネルの重要計器 重
大
事
故
等

対
処
設
備

原子力災害対策手順書 

「重要計器の監視・復旧」 

主要パラメータの他チャンネルの常用計器 自
主
対
策

設
備

代
替
パ
ラ
メ
ー
タ

に
よ
る
推
定

重要代替計器 重
大
事
故
等

対
処
設
備

常用代替計器 自
主
対
策

設
備

計器の計測範囲を超えた場

合 代
替
パ
ラ
メ
ー
タ

に
よ
る
推
定

重要代替計器 重
大
事
故
等

対
処
設
備

原子力災害対策手順書 

「重要計器の監視・復旧」 

常用代替計器 自
主
対
策

設
備

可
搬
型
計
測
器

に
よ
る
計
測

可搬型計測器 重
大
事
故
等

対
処
設
備

事故時操作要領書（徴候ベー

ス） 

「電源復旧」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「可搬型計測器による計測」 

計
器
電
源
喪
失
時

全交流動力電源喪失 

直流電源喪失 

代
替
電
源
（
交
流
）

か
ら
の
給
電

常設代替交流電源設備 
重
大
事
故
等

対
処
設
備

事故時操作要領書（徴候ベー

ス） 

「電源復旧」 可搬型代替交流電源設備 

代替所内電気設備 

代
替
電
源
（
直
流
）

か
ら
の
給
電

所内常設蓄電式直流電源設備 重
大
事
故
等

対
処
設
備

常設代替直流電源設備 

可搬型直流電源設備 

直流給電車 自
主
対
策

設
備

設
計
基
準
事
故
対
処

設
備
と
重
大
事
故
等

対
処
設
備
を
兼
ね
る

計
装
設
備
へ
の
給
電

常設代替直流電源設備 

重
大
事
故
等

対
処
設
備

ＡＭ設備別操作要領書 

「重要計器の電源切替」 

可
搬
型
計
測
器

に
よ
る
計
測

可搬型計測器 
重
大
事
故
等

対
処
設
備

事故時操作要領書（徴候ベー

ス） 

「電源復旧」 

ＡＭ設備別操作要領書 

「可搬型計測器による計測」 

－ － 

パ
ラ
メ
ー
タ
記
録

安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）（ＳＰＤ

Ｓデータ収集サーバ，ＳＰＤＳ伝送サーバ，ＳＰＤ

Ｓデータ表示装置） 

重
大
事
故
等

対
処
設
備

原子力災害対策手順書 

「SPDS によるパラメータ記録

結果の保存」 

運転監視用計算機 自
主
対
策

設
備 － 

中央制御室記録計 
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設

計
基

準
事
故
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と
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対
処
設
備
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兼
ね
る
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装
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備

へ
の
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タ
イ

ム
チ
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第
1
.
1
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図
 

可
搬

型
計
測
器

に
よ
る

パ
ラ
メ
ー
タ
計

測
タ

イ
ム

チ
ャ

ー
ト

手
順
の
項
目

 
補
助
盤
室
で
の
電
源
切
替
え
操
作

設
計
基
準
事
故
対
処
設
備
と
重
大
事
故
等
対
処
設
備
を

兼
ね
る
計
装
設
備
へ
の
給
電

現
場
運
転
員
Ｂ
，
Ｃ

２

要
員
(
数
)

必
要
な
要
員
と
作
業
項
目

経
過
時
間
（
分
）

備
考

2
4

6
8

10
12

1
4

1
6

18
20

2
2

2
4

1
0分

中
央
制
御
室
で
の
電
源
切
替
え
操
作

手
順
の
項

目

移
動

可
搬
型
計
測
器
に
よ
る
パ

ラ
メ

ー
タ

確
認

現
場

運
転

員
Ｂ
，
Ｃ

２
１

測
定

点
あ

た
り

1
0
分

（
接

続
，

測
定

の
み

）

要
員
(
数
)

必
要

な
要

員
と
作

業
項

目

経
過
時
間
（
分
）

備
考

2
4

6
8

1
0

12
1
4

1
6

1
8

2
0

2
2

2
4

2
0
分

接
続
完
了
，
計
測
開
始
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添付資料 1.15.4(1) 

重大事故等対策の成立性 

1. 設計基準事故対処設備と重大事故等対処設備を兼ねる計装設備への給電 

ａ．操作概要 

全交流動力電源喪失が発生した場合に，設計基準事故対処設備と重大事故

等対処設備を兼ねる計装設備への給電のための電源切替えを行う。 

ｂ．作業場所 

中央制御室 

廃棄物処理建物 １階（非管理区域）（補助盤室） 

ｃ．必要要員数及び操作時間 

設計基準事故対処設備と重大事故等対処設備を兼ねる計装設備への給電

のための電源切替えに必要な要員数，想定時間は以下のとおり。 

必要要員数  ：２名（現場運転員２名） 

想定時間   ：10 分（所要時間目安※１ ：５分） 

※１：所要時間目安は，模擬により算定した時間 

想定時間内訳 

【現場運転員Ｂ，Ｃ】 

●中央制御室での電源切替え操作：想定時間５分，所要時間目安１分 

・電源切替え操作：所要時間目安１分（中央制御室） 

●補助盤室での電源切替え操作：想定時間５分，所要時間目安４分 

・移動：所要時間目安２分（中央制御室から補助盤室） 

・電源切替え操作：所要時間目安２分（補助盤室） 

ｄ．操作の成立性 

作業環境：室温は通常運転状態と同程度であり，周辺には支障となる設備

はない。常用照明消灯時においても，電源内蔵型照明を作業エ

リアに配備している。また，ヘッドライト又は懐中電灯を携行

している。 

移動経路：電源内蔵型照明をアクセスルート上に配備していること，ヘッ

ドライト又は懐中電灯を携行していることから接近可能であ

る。また，アクセスルート上に支障となる設備はない。 

操 作 性：通常の電源切替え操作であり，容易に実施可能である。 

連絡手段：衛星電話設備（固定型），無線通信設備（固定型），有線式通信

設備，電力保安通信用電話設備，所内通信連絡設備（警報装置を
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含む。）のうち，使用可能な設備により，緊急時対策本部との連

絡が可能である。 

切替えスイッチ            切替え操作
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57-3-14 115V
( 24 )  
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2.3.1-2 

2.3.1.1－2図に示すとともに，重大事故等対策の概要を以下に示す。また，重

大事故等対策における設備と操作手順の関係を第2.3.1.1－1表に示す。 

本事故シーケンスグループの重要事故シーケンスにおいて，重大事故等対策

に必要な要員は，中央制御室の運転員及び緊急時対策要員で構成され，合計31

名である。その内訳は次のとおりである。中央制御室の運転員は，当直長１名，

当直副長１名，運転操作対応を行う運転員５名である。発電所構内に常駐して

いる要員のうち，通報連絡等を行う緊急時対策本部要員は５名，緊急時対策要

員（現場）は19名である。必要な要員と作業項目について第2.3.1.1－3図に示

す。 

ａ．全交流動力電源喪失及び原子炉スクラム確認 

外部電源が喪失するとともに，すべての非常用ディーゼル発電機等が機能

喪失する。これにより非常用高圧母線（6.9kV）が使用不能となり，全交流

動力電源喪失に至る。全交流動力電源喪失の発生により原子炉がスクラムし

たことを確認する。 

原子炉のスクラムを確認するために必要な計装設備は，平均出力領域計装

である。 

ｂ．原子炉隔離時冷却系による原子炉注水 

原子炉スクラム後，原子炉水位は低下するが，原子炉水位低（レベル２）

で原子炉隔離時冷却系が自動起動し，原子炉注水を開始することにより，原

子炉水位が回復する。 

原子炉隔離時冷却系による原子炉注水を確認するために必要な計装設備

は，原子炉水位（広帯域），原子炉隔離時冷却ポンプ出口流量等である。 

原子炉水位回復後は，原子炉水位を原子炉水位低（レベル２）から原子炉

水位高（レベル８）の間で維持する。 

ｃ．早期の電源回復不能判断及び対応準備 

中央制御室からの操作により外部電源受電及び非常用ディーゼル発電機

等の起動ができず，非常用高圧母線（6.9kV）の電源回復ができない場合，

早期の電源回復不能と判断する。これにより，常設代替交流電源設備，原子

炉補機代替冷却系及び低圧原子炉代替注水系（可搬型）の準備を開始する。 

ｄ．直流電源負荷切離し及び切替え 

原子炉隔離時冷却系で使用している直流電源の枯渇を防止するため，事象

発生から8.5時間経過するまでに現場にて不要な負荷の切離し及び所内常設

蓄電式直流電源設備切替え操作（Ｂ－115V系蓄電池からＢ１－115V系蓄電池

（ＳＡ））を実施することにより24時間にわたって直流電源の供給を行う。

所内常設蓄電式直流電源設備切替え操作を実施する前に，監視計器用直流電

源切替え操作を実施する。また，逃がし安全弁による原子炉急速減圧操作を

実施する前に，逃がし安全弁用直流電源切替え操作を実施する。 

ｅ．低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉注水準備 

低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉注水の準備として，原子炉

建物原子炉棟内の操作にて原子炉注水に必要な電動弁（Ａ－ＲＨＲ注水弁及
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第
2
.
3
.
1
.
1
－
2
図
 

「
全
交
流

動
力
電

源
喪
失
（
長
期

Ｔ
Ｂ
）

」
の

対
応

手
順

の
概

要

凡
例

：
操
作
・
確
認

：
判
断

：
操
作
及
び
判
断

：
プ
ラ
ン
ト
状
態
（
解
析
）

：
緊
急
時
対
策
要
員
（
現
場
）
の
作
業

：
運
転
員
と
緊
急
時
対
策
要
員
（
現
場
）
の
共
同
作
業

：
解
析
上
考
慮
し
な
い
操
作
・
確
認

外
部
電
源
喪
失
発
生
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
 

起
動
準
備
及
び
系
統
構
成
 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
に
よ
り
 

原
子
炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル
２
）
か
ら
 

原
子
炉
水
位
高
（
レ
ベ
ル
８
）
に
維
持

※
３

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る
 

原
子
炉
へ
の
注
水
開
始
確
認
 

早
期
の
電
源
回
復
不
能
を
確
認

※
４

原
子
炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル
３
）
到
達
 

交
流
電
動
駆
動
ポ
ン
プ
に
よ
る
 

原
子
炉
注
水
機
能
喪
失
を
確
認
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
に
よ
り
 

原
子
炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル
３
）
か
ら
 

原
子
炉
水
位
高
（
レ
ベ
ル
８
）
に
維
持
 

原
子
炉
満
水
操
作

※
８

残
留
熱
除
去
系
 

（
格
納
容
器
冷
却
モ
ー
ド
）
起
動

※
17

残
留
熱
除
去
系
（
格
納
容
器
冷
却
モ
ー
ド
）
に
よ
る
 

格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
 

原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
，
タ
ー
ビ
ン
ト
リ
ッ
プ
を
確
認

※
１

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
等
 

機
能
喪
失
を
確
認
 

主
蒸
気
隔
離
弁
閉
止
を
確
認

逃
が
し
安
全
弁
 

（
逃
が
し
弁
機
能
）
に
よ
る

原
子
炉
圧
力
制
御
を
確
認

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
機
能
維
持
不
可
 

（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
温
度

1
0
0
℃
以
上
）

N
o
 

Y
e
s
 

（
急

速
減
圧

失
敗
の

場
合

）
 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
自
動
起
動
を
確
認

※
２

逃
が
し
安
全
弁
用
蓄
電
池
，

逃
が
し
安
全
弁
窒
素
ガ
ス

供
給
系
，
逃
が
し
安
全
弁

窒
素
ガ
ス
代
替
供
給
設
備

に
よ
る
原
子
炉
減
圧
 

燃
料
プ
ー
ル
冷
却
系
起
動
 

【
0
秒
】
 

高
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
 

起
動

残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
に
よ
り
原
子

炉
水
位
を
維
持
し
，
残
留
熱
除

去
系
（
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
冷
却
モ
ー
ド
）
に
よ
る
サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
・

プ
ー
ル
水
冷
却
を
継
続
す
る
。
ま
た
機
能
喪
失
し
て
い
る
設
備
の
復
旧
に
努
め
る
。

原
子
炉
圧
力
容
器
は
残
留
熱
除
去
系
（
原
子
炉
停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
）
に
よ
り
冷
温

停
止
状
態

と
す
る
。

※
19

※
１
：
原
子
炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル
３
）
に
て
，
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
し
た
こ
と
を
平
均
出
力
領
域
計
装
に
よ
り
確
認
す
る
。

重
大
事
故
等
発
生
を
通
信
連
絡
設
備
に
よ
り
確
認
し
た
現
場
作
業
員
は
退
避
を
実
施
す
る
。
 

※
２
：
原
子
炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル
２
）
で
自
動
起
動
（
解
析
上
の
時
刻
約
３
分
）
す
る
。
機
器
の
起
動
を
中
央
制
御
室
に
て
，
機
器
ラ
ン
プ
表
示
，

警
報
，
タ
ー
ビ
ン
回
転
速
度
，
ポ
ン
プ
出
口
流
量
等
に
て
確
認
す
る
。
 

※
３
：
運
用
上
は
原
子
炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル
３
）
か
ら
原
子
炉
水
位
高
（
レ
ベ
ル
８
）
に
維
持
す
る
。

※
４
：
中
央
制
御
室
か
ら
の
遠
隔
操
作
に
よ
り
外
部
電
源
受
電
及
び
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
等
の
起
動
が
で
き
ず
非
常
用
高
圧
母
線
の
電
源
回
復
が
で

き
な
い
場
合
，
早
期
の
電
源
回
復
不
能
と
判
断
す
る
。
 

※
５
：
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系

（
可
搬
型
）
に
よ

る
注
水
準
備
が
完
了
後
，
サ
プ
レ

ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー

ル
水
温
度
が

1
0
0
℃
に
到
達
し
た
時

点
で
原
子
炉

急
速
減
圧
を
実
施
す
る
。
ま
た

，
実
際
の
操
作
で
は

，
原
子
炉
圧
力
が
低
下
し
低
圧

原
子
炉
代
替
注
水
系

（
可
搬
型
）
に
よ
る
原
子
炉
注

水
が
開
始

さ
れ
た
後
に
原
子
炉
隔
離
時
冷

却
系
が
停
止
す
る
が

，
解
析
上
は
低
圧
原
子
炉
代
替

注
水
系
（
可
搬
型
）

の
み
に
よ
る
水
位
回
復
性
能
を

確
認
す
る

観
点
で
，
原
子
炉
減
圧
と
同
時
に
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
は
停
止
す
る
想
定
と
し
て
い
る
。
 

※
６
：
原
子
炉
急
速
減
圧
時
に
は

原
子
炉
水
位
計
凝

縮
槽
内
の
原
子
炉
冷
却
材
の
減
圧

沸
騰
に
よ
り
原
子

炉
水
位
の
指
示
値
の
信
頼
性
が
損

な
わ
れ
る
お
そ

れ
が
あ
る
た
め
，
原
子
炉
水
位
不
明
で
な
い
こ
と
を
確
認
す
る
。
 

※
７
：
原
子
炉
水
位
不
明
は
以
下
に
よ
り
確
認
す
る
。

・
原
子
炉
水
位
の
電
源
が
喪
失
し
た
場
合

・
各
原
子
炉
水
位
の
指
示
値
に
ば
ら
つ
き
が
あ
り
，
原
子
炉
水
位
が
燃
料
棒
有
効
長
頂
部
（
T
A
F
）
以
上
で
あ
る
こ
と
が
判
定
で
き
な
い
場
合

・
水
位
不
明
判
断
曲
線
の
「
水
位
不
明
領
域
」
に
入
っ
た
場
合

・
凝
縮
槽
液
相
部
温
度
と
気
相
部
温
度
が
ほ
ぼ
一
致
し
，
有
意
な
差
が
認
め
ら
れ
な
い
場
合

※
８
：
原
子
炉
水
位
不
明
の
場
合
は
，
原
子
炉
圧
力
容
器
を
満
水
と
し
，
原
子
炉
圧
力
と
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
チ
ェ
ン
バ
圧
力
の
差
圧
を
確
認
す
る
こ
と
で
，

原
子
炉
水
位
が
燃
料
棒
有
効
長
頂
部
（
T
A
F
）
以
上
で
あ
る
こ
と
を
確
認
す
る
。
 

※
９
：
逃
が
し
安
全
弁
用
直
流
電
源
及
び
監
視
計
器
用
直
流
電
源
を
Ｂ
－
1
1
5
V
系
蓄
電
池
か
ら
Ｓ
Ａ
用

11
5
V
系
蓄
電
池
へ
切
り
替
え
る
。

※
1
0
：
必
要
な
制
御
電
源
以
外
の
負
荷
を
切
離
す
。

※
1
1
：
必
要
な
制
御
電
源
を
Ｂ
－
1
1
5
V
系
蓄
電
池
か
ら
Ｂ
１
－
1
1
5
V
系
蓄
電
池
（
Ｓ
Ａ
）
へ
切
り
替
え
る
。

※
1
2
：
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
の
注
水
量
は

1
2
0
m
3
/
h
と
し
，
格
納
容
器
圧
力

3
8
4
k
P
a
[
g
a
g
e
]
到
達
で
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
を
行
う
。

格
納
容
器
圧
力

3
3
4
k
P
a
[
g
a
g
e
]
ま
で
低
下
後
，
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
を
停
止
す
る
。
 

再
度
，
格
納
容
器
圧
力

3
8
4
k
P
a
[
g
a
g
e
]
到
達
で
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
を
繰
り
返
す
。
 

な
お
，
原
子
炉
注
水
と
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
は
同
一
の
大
量
送
水
車
を
使
用
し
，
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
実
施
中
も
原
子
炉
へ
の
注
水
は
継
続
す
る
。
 

※
1
3
：
ベ
ン
ト
準
備
操
作
と
し
て
，
第
２
弁
の
開
操
作
を
実
施
す
る
。

※
1
4
：
格
納
容
器
ベ
ン
ト
操
作
前
に
，
原
子
炉
圧
力
容
器
の
隔
離
状
態
を
確
認
し
水
位
を
高
め
に
維
持
す
る
。

原
子
炉
格
納
容
器
へ
の
熱
放
出
を
抑
制
し
圧
力
上
昇
を
抑
制
す
る
。
 

※
1
5
：
復
電
時
に
不
要
な
負
荷
が
起
動
す
る
の
を
防
止
す
る
た
め
の
負
荷
切
離
し
を
含
む
。

※
1
6
：
非
常
用
高
圧
母
線
２
系
列
の
う
ち
，
１
系
列
は
移
動
式
代
替
熱
交
換
設
備
ケ
ー
ブ
ル
接
続
後
に
受
電
す
る
。

【
有
効
性
評
価
の
対
象
と
は
し
て
い
な
い
が
，
他
に
取
り
得
る
手
段
】
 

Ⅰ
：
常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
が
使
用
で
き
な
い
場
合
は
，
号
炉
間
電
力
融
通
又
は
高
圧
発
電
機
車
に
よ
り
電
源
を
供
給
す
る
。
 

（
電
源
容
量
に
よ
り
使
用
で
き
る
設
備
が
限
ら
れ
る
。
）
 

Ⅱ
：
逃
が
し
安
全
弁
の
作
動
に
必
要
な
制
御
電
源
が
喪
失
し
て
い
る
場
合
は
，
逃
が
し
安
全
弁
用
制
御
電
源
確
保
操
作
を
行
う
。
 

ま
た
，
逃
が
し
安
全
弁
の
作
動
に
必
要
な
窒
素
ガ
ス
が
喪
失
し
て
い
る
場
合
は
，
逃
が
し
安
全
弁
窒
素
ガ
ス
供
給
系
，
逃
が
し
安
全
弁
窒
素
 

ガ
ス
代
替
供
給
設
備
に
よ
る
窒
素
ガ
ス
の
供
給
を
行
う
。
 

Ⅲ
：
原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
に
よ
る
除
熱
機
能
確
保
も
実
施
可
能
で
あ
る
。
 

Ⅱ
 

再
循
環
ポ
ン
プ
 

ト
リ
ッ
プ
確
認

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
に
 

よ
る
原
子
炉
注
水
確
認
 

逃
が
し
安
全
弁
（
自
動
減
圧
機
能
付
き
）
６
個
に
よ
る
 

原
子
炉
急
速
減
圧

※
５

※
６

原
子
炉
水
位
判
明
 

（
水
位
不
明
で
は
な
い
）

※
７

高
圧

原
子
炉

代
替
注

水
系
に

よ
る
 

原
子

炉
注
水

は
解
析

上
考
慮

せ
ず
 

原
子

炉
圧
力

容
器
・

原
子
炉

格
納
容

器
の
状

態
 

が
静

定
後
，

燃
料
プ

ー
ル
冷

却
を
再

開
す
る
 

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
注
水
準
備
完
了
 

全
交
流
動
力
電
源
喪
失
 

Y
e
s
 

N
o
 

Y
e
s
 

N
o
 

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
停
止
を
確
認
 

原
子
炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル
２
）
到
達

可
搬
型
設
備
へ
の
 

燃
料
補
給
 

燃
料
補
給
準
備
 

（
適
宜
実
施
）
 

【
8
時
間
後
】

【
 
 
】
：
時
刻
（

解
析
条
件
）
 

<
 
>
：
時
刻
（

解
析
結
果
）

<
約

3
分
> 

残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
に
よ
る
原
子
炉

注
水
及
び
残
留
熱
除
去
系
（
格
納
容
器
冷
却
モ
ー
ド
）

に
よ
る
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ

※
18

低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る
原
子
炉

注
水
及
び
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
 

に
よ
る
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ

※
12

直
流
電
源
 

負
荷
切
離
し

※
10

直
流
電
源
切
替
え

※
11

逃
が
し
安
全
弁
及
び

監
視
計
器
用

直
流
電
源
切
替
え

※
９
 

外
部
電
源
，
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル

発
電
機
等
回
復
操
作
 

【
2
4
時
間
後
】
 

常
設
代
替
交
流
電
源
設
備
 

起
動
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
 

（
移
動
式
代
替
熱
交
換
設
備
，

大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
）
 

起
動
準
備
及
び
系
統
構
成
 

原
子
炉
補
機
代
替
冷
却
系
 

（
移
動
式
代
替
熱
交
換
設
備
，

大
型
送
水
ポ
ン
プ
車
）
起
動
 

非
常
用
高
圧
母
線
受
電

※
16（
ケ

ー
ブ
ル

接
続
後

）

号
炉
間
電
力
融
通
，
 

高
圧
発
電
機
車
に
よ
る
 

非
常
用
高
圧
母
線
受
電
 

非
常
用
高
圧
母
線
 

受
電
準
備

※
15

Ⅰ
 

非
常
用
ガ
ス
処
理
系
 

自
動
起
動
を
確
認
 

格
納
容
器
圧
力

2
4
5
k
P
a
[
g
a
g
e
]
到
達
 

格
納
容
器
ベ
ン
ト
準
備

※
13

<
約

1
4
時
間
>

格
納
容
器
圧
力

3
8
4
k
P
a
[
g
a
g
e
]
到
達

原
子
炉
満
水
操
作

※
14

可
搬
式
窒
素
供

給
装
置
に
よ
る

窒
素
供
給
準
備

第
１
ベ
ン
ト
フ
ィ
ル

タ
出
口
水
素
濃
度

に
よ
る
水
素
濃
度

測
定
準
備

格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
 

系
統
構
成

<
約

1
9
時
間
>

原
子
炉
補
機
冷
却
系
起
動
 

Ⅲ
 

（
起

動
失
敗

の
場
合

）
 

※
1
7：

残
留
熱
除
去
系
（
格
納
容
器
冷
却
モ
ー
ド
）
を
起
動
し
，
格
納
容
器
代
替
ス
プ
レ
イ
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
を
停
止

す
る
。
 

※
1
8
：
原
子
炉
水
位
高
（
レ
ベ
ル
８
）
到
達
に
よ
り
，
低
圧
原
子
炉
代
替
注
水
系
（
可
搬
型
）
に
よ
る
原
子
炉
注
水
を
停
止
す
る
。
以
降
，

残
留
熱
除
去
系
は
，
原
子
炉
水
位
低
（
レ
ベ
ル
３
）
に
て
残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
に
切
り
替
え
，
原
子
炉
水
位
高
 

（
レ
ベ
ル
８
）
ま
で
注
水
後
，
残
留
熱
除
去
系
（
格
納
容
器
冷
却
モ
ー
ド
）
に
切
り
替
え
る
。

※
1
9：

残
留
熱
除
去
系
（
格
納
容
器
冷
却
モ
ー
ド
）
は
格
納
容
器
圧
力

1
3
.
7
k
P
a
[
g
a
g
e
]
以
下
で
停
止
し
，
以
降
は
残
留
熱
除
去
系
（
サ
プ
レ
ッ

シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
冷
却
モ
ー
ド
）
に
よ
る
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水
冷
却
に
切
り
替
え
る
。
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責任者 当直長 1人
中央制御室監視

緊急時対策本部連絡

指揮者 当直副長 1人 運転操作指揮

運転員
（中央制御室）

緊急時対策要員
（現場）

・ 外部電源喪失確認

・ 原子炉スクラム確認，タービントリップ確認

・ 非常用ディーゼル発電機等機能喪失確認

・ 再循環ポンプトリップ確認

・ 交流電動駆動ポンプによる原子炉注水機能喪失確認

・ 主蒸気隔離弁全閉確認／逃がし安全弁（逃がし弁機能）による
　 原子炉圧力制御確認

・ 原子炉隔離時冷却系自動起動確認

・ 早期の電源回復不能確認

原子炉注水操作
（1人）

A
― ・ 原子炉隔離時冷却系　原子炉注水確認

― ― ・ 非常用ディーゼル発電機等　機能回復

― ― ・ 外部電源　回復

常設代替交流電源設備
起動操作

（1人）
A

― ・ 常設代替交流電源設備起動，受電操作

（1人）
A

― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電準備（中央制御室） 25分

― ― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電準備（現場）

（1人）
A

― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電準備（中央制御室） 25分

― ― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電準備（現場） 25分

（1人）
A

― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電操作（中央制御室）

― ― ・ Ｄ系非常用高圧母線受電操作（現場）

（1人）
A

― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電操作（中央制御室）

― ― ・ Ｃ系非常用高圧母線受電操作（現場）

・ 監視計器用電源切替え操作

・ 逃がし安全弁用電源切替え操作

所内用蓄電池切替え操作 ― ― ・ 負荷切離し／所内用蓄電池切替え操作
Ｂ－115V系蓄電池からＢ１－115V系蓄
電池（ＳＡ）へ切り替える

原子炉急速減圧操作
（1人）

A
― ・ 逃がし安全弁（自動減圧機能付き）６個　手動開放操作

― ・ 放射線防護具準備

―
・  低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉注水準備
　（大量送水車配置，ホース展張，接続）

― ― ・ 放射線防護具準備

― ― ・ 残留熱除去系及び低圧原子炉代替注水系　注水弁操作

低圧原子炉代替注水系
（可搬型）注水操作

―
（2人）

a,b
・ 低圧原子炉代替注水系（可搬型）注水操作 　原子炉水位をレベル３～レベル８で維持

格納容器代替スプレイ系
（可搬型）系統構成

― ― ・ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）系統構成

格納容器代替スプレイ系
（可搬型）スプレイ操作

― ・ 格納容器代替スプレイ系（可搬型）スプレイ弁操作（現場）

原子炉満水操作 ― ・ 低圧原子炉代替注水系（可搬型）による原子炉注水流量の増加 解析上考慮せず

―
（12人）

a～l
・ 資機材配置及びホース敷設，系統水張り 解析上考慮せず

― ・ 放射線防護具準備 10分

― ・ 電源ケーブル接続

― ― ・ 放射線防護具準備 10分

― ― ・ 原子炉補機代替冷却系　系統構成

― ― ・ 格納容器ベント準備（第２弁操作） 解析上考慮せず

―
（2人）

o,p
・ 第１ベントフィルタ出口水素濃度準備 解析上考慮せず

―
（2人）

c,d
・ 可搬式窒素供給装置準備 解析上考慮せず

― ・ 放射線防護具準備

― ・ 非常用ディーゼル発電機燃料貯蔵タンク等からタンクローリへの補給
タンクローリ残量に応じて適宜非常用
ディーゼル発電機燃料貯蔵タンク等か
ら補給

燃料補給作業 ― ・ 大量送水車への補給

原子炉補機冷却系起動操作
（1人）

A
― ・ 原子炉補機冷却系　起動操作 10分

残留熱除去系
（格納容器冷却モード）
起動操作

（1人）
A

― ・ 残留熱除去系（格納容器冷却モード）起動操作 10分

残留熱除去系による原子炉注
水および原子炉格納容器除熱
操作

（1人）
A

―
・ 残留熱除去系（低圧注水モード）による原子炉注水及び残留熱除去系
 （格納容器冷却モード）による格納容器スプレイ

原子炉水位低（レベル３）にて原子炉
注水への切替え操作を実施し，原子炉
水位高（レベル８）にて格納容器スプ
レイへの切替え操作を実施

非常用ガス処理系　運転確認
（1人）

A
― ・ 非常用ガス処理系自動起動確認 5分 解析上考慮せず

燃料プール冷却系　準備操作 ― ― ・ 原子炉補機代替冷却系　系統構成 30分
解析上考慮せず
燃料プール冷却系熱交換器への冷却水
通水操作

燃料プール冷却　再開
（1人）

A
― ・ 燃料プール冷却系再起動 10分

解析上考慮せず
燃料プール水温66℃以下維持

必要人員数　合計
1人
A

19人
a～s

Ｂ－115V系蓄電池からＳＡ用115V系蓄
電池へ切り替える

電源切替え操作 ―

10分

10分

―
（2人）

B,C

・燃料プール冷却水ポンプを再起動し燃料
  プールの冷却を再開する。
・必要に応じてスキマサージタンクへの補給
  を実施する。

4人
B,C,D,E

―

（2人）
D,E

―

（）内の数字は他の作業終了後，移動して対応する人員数。

― 適宜実施

―

―

― 　　　　適宜実施

燃料補給準備

―

2人
r,s

10分

― 2時間30分

2時間―

2時間―
格納容器ベント準備操作

（2人）
D,E

1時間20分

2人
D,E

解析上考慮せず
（4人）
B,C,D,E

1時間40分

1時間40分
原子炉補機代替冷却系準備
操作

― 7時間20分

―
3人
o,p,q

解析上考慮せず

―

（2人）
D,E

40分

―

（2人）
a,b

適宜実施

―
格納容器圧力が384kPa[gage]に到達後，原子炉格納容器空間部への熱放出を防止するため，
原子炉への注水流量を増やして原子炉水位をできるだけ高く維持する

―

低圧原子炉代替注水系
（可搬型）系統構成

2人
B,C

10分

50分

低圧原子炉代替注水系
（可搬型）準備操作

―

14人
a～n

10分

― 2時間10分

10分―

（2人）
B,C

30分

Ｄ系非常用高圧母線受電操作

― 5分

（2人）
B,C

5分

Ｃ系非常用高圧母線受電操作

― 5分

（2人）
B,C

5分

Ｃ系非常用高圧母線受電準備

―

（2人）
B,C

（2人）
B,C

35分

解析上，事象発生24時間の交流電源回
復は考慮しない

Ｄ系非常用高圧母線受電準備

―

10分―

― 原子炉水位をレベル２～レベル８で維持

交流電源回復操作

―
解析上考慮せず
対応可能な要員により対応する

―

運転員
（現場）

状況判断
1人
A

― ― 10分

通報連絡者
緊急時対策
本部要員

5人
初動での指揮
中央制御室連絡
発電所外部連絡

操作項目

実施箇所・必要人員数

操作の内容

　事象発生
　原子炉スクラム

5 6 723 24 25 26 2717 18 19 20 21 2211 12 13 14 15 165 6 7 8 9 1050 60 1 2 3 4

全交流動力電源喪失（長期ＴＢ）

経過時間（分） 経過時間（時間） 経過時間（日）

備考10 20 30 40

約14時間 格納容器圧力245kPa[gage]到

約19時間 格納容器圧力384kPa[gage]到達

約８時間 サプレッション・プール水温度100℃到達

直流電源切替え

原子炉急速減圧

原子炉隔離時冷却系停止

低圧原子炉代替注水系（可搬型）原子炉注水開始

24時間 常設代替交流電源設備による給電

約３分 原子炉水位低（レベル２）

プラント状況判断
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